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技 術 資 料

1.　はじめに

　ミリ波とは，30 GHz ～ 300 GHzの周波数帯に属する

電磁波の総称である．ラジオ波やマイクロ波などの低い

周波数帯の電磁波は，テレビ放送，衛星放送，GPS，電

子レンジ，携帯電話，RF-IDなど，様々な分野で実用化

が進んでいるが，ミリ波からテラヘルツ波（0.3 THz ～

3 THz）の電磁波は未開拓周波数と呼ばれ，他の周波数

帯の電磁波に比べて開発が遅れていた．しかしながら，

近年の低周波帯電磁波における割り当て周波数の枯渇

や，CMOS等のシリコンデバイスの高速化によるミリ波

電磁波の発生・検出の実用化にともない，ミリ波帯電磁

波が再び注目を集めている 1），2）．

　電磁波は，周波数によってその特性が大きく異なる．

ミリ波帯電磁波の特徴は次の3点にまとめることができ

る 3）．

1． マ イ ク ロ 波 に 比 べ て 波 長 が 短 い（1 mm ～
10 mm）ため部品・製品を小さく製作できる．

2． 共鳴吸収周波数があるため，水（水蒸気）や酸素（60 
GHz付近）による吸収量がマイクロ波よりは大き
く，赤外光や可視光に比べると小さい．

3． 広い帯域を利用できるため，大きな情報量の伝送
に適する．

　このミリ波電波特有の性質を生かして，様々な分野で

の応用が期待されており，電波を送受するためのアンテ

ナの校正は，電磁波計測の基盤を形成する上で必要不可

欠な要素である．

　一方，電子機器を開発する際に，常に検討しなくては

ならない問題にEMC（ElectroMagnetic Compatibility，電

磁環境両立性）問題がある．インターネットやパーソナ

ルコンピュータ，携帯電話などの普及に伴って，電子的

に制御された機器が氾濫している．しかし，それらの機

器からは，意図するかしないかに関わらず一定量の電磁

波が放射されており，電子機器から放射された電磁波が

空中を伝搬して，他の電子機器に印加された場合，電子

機器が誤作動する原因となり得る．実際に，図書館の防

犯ゲートシステムが心臓ペースメーカーに誤作動を与え

る現象などが報告されており，携帯電話やRF-IDが心臓

ペースメーカーに与える影響について詳細な検討が行わ

れている4）．このように電磁波を発する電子機器が無数

に存在する状況下において，電子機器同士が適切に動作

することをEMCと呼び，機器メーカーが日々対応を行

っている．

　欧州では，1996年にEMC指令に基づくCEマーキン

グの表記が義務付けられている．日本から欧州に輸出す

る電子機器は必ずこの認定を受けなくてはならず，多く

の日本企業がCEマークの取得に奔走している．認定試

験のための具体的な測定手順などは国際標準化委員会で

ある IEC（International Electrotechnical Commision, 国際

電気標準会議）のCISPR委員会がその規格を発行してい

る．米国，欧州，アジア，オーストラリアなどの多くの

地域でCISPR規格が参照され，タイトルのみを変更し国

内規格として置き換えられている．EMC規制で測定法

が標準化されている周波数は現在のところ 18GHz程度

までであるが，今後の電子機器の利用周波数の高周波化

や，無線機器における高調波計測の義務化によって，将

来的にはミリ波を含むすべての周波数（数十Hz ～ 3 

THzまで）において，何らかの規制が求められるように

なるのは避けられない状況である．

　これらの背景を踏まえ，本報告では，第2章において

ミリ波帯電磁波の応用技術の中でも，最も実用化が進ん

でいる3つのアプリケーションの例を挙げ，それぞれの

技術の中でアンテナ校正が求められる理由を述べる．第

3章では，アンテナ校正において，校正を行う量の定義
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端における反射係数，S01(m)はアンテナの正面方向にお

ける受信特性，S10(n)はアンテナの正面方向における送

信特性，S'22(m, n)は散乱体の正面方向における散乱特性

を表しており，m,� nは送信波および受信波の水平偏波・

垂直偏波に対応したインデックスである．S'22(m, n)はレ

ーダ断面積に相当する値であり，散乱体の形状や媒質特

性によって変化する．S'22(m, n)の周波数特性がわかれば，

そのフーリエ変換により散乱特性の時間情報が算出で

き，散乱体との距離を推定することが可能となる．受信

波の振幅 b0 は送信波の振幅 a0，アンテナの受信特性

S01(m)および送信特性S10(n)，散乱体の散乱特性S'22(m, n)

の積の形で得られるため，散乱特性S'22(m, n)を高精度に

測定するためにアンテナの特性S01(m)，S10(n)を事前に知

っておく必要がある．校正されたアンテナ特性 S01(m)，
S10(n)を用いることにより，散乱特性 S'22(m, n)を上位標

準にトレーサブルな形で高精度に測定することが可能と

なるため，車載用衝突防止レーダの信頼性向上に大きく

貢献する．

2.2　パッシブイメージング
　ミリ波は，その透過性の良さから，セキュリティ用の

イメージング機器としての応用が期待されている．イメ

ージング技術は大別してパッシブイメージングとアクテ

ィブイメージングに分けられるが，物体から放射される

熱雑音を観測するパッシブイメージングに特に注目が集

まっている 8），9）．ミリ波は炎や霧，雲，雨，衣服を通過

するので，この性質をイメージング技術と組み合わせる

ことにより，火炎・煙で覆われた環境での人間のイメー

ジングや，噴煙・雲で覆われた火山の観測，雨・霧等悪

天候下での交通監視用イメージング，衣服を通して武

器・爆発物を検知するためのセキュリティ応用などが検

討されている．図2は東北大学電気通信研究所webペー

について説明する．第4章では，アンテナ校正法とその

原理について解説する．第5章では，海外の標準研の整

備状況を概観し，そのうち米国NISTおよび韓国KRISS

の整備状況を述べる．最後に第6章で，本報告の結論を

述べる．

2.　ミリ波帯電磁波の応用技術とアンテナ校正のニーズ

2.1　車載用衝突防止レーダ
　ミリ波帯電磁波の応用技術の一つに車載用衝突防止レ

ーダが挙げられる 5）．図 1に示すように，車両に装着さ

れたアンテナからミリ波を送出し，対象車両から反射し

てきたミリ波を受信し，伝搬時間差やドップラー効果に

よる周波数差などを検知することで，車両までの距離や

相対速度を計測する．ミリ波特有の透過性をいかすこと

で悪天候時においても車両や障害物を検知し，車の速度

を調節して衝突を回避し，衝突寸前にシートベルトなど

の安全装備を作動させる．国内ではすでに車載レーダ用

として76 GHz ～ 77 GHz帯の周波数が総務省により割り

当てられており，海外では76 GHz帯の他，47 GHz，60 

GHz，94 GHz帯などを利用する国も存在する．2007年

における世界出荷台数は30万～ 40万台程度であるが，

2010年には100万台規模，さらなるコストダウンが成功

した場合は 1000万台規模の市場に成長するとの予測が

なされている 6）．衝突防止レーダは交通事故の減少に威

力を発揮し，安全・安心な社会の実現することが期待さ

れているが，誤作動などは許されないため装置の信頼性

が大変重要となる．

　レーダの基本原理を平面波散乱行列 7）によって表現す

ると式 (1)のように表される．なお，平面波散乱行列の

詳細については4節で詳しく説明するため，ここでは詳

細を省く．
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ここで，b0は受信波の振幅，a0は送信波の振幅，dはア

ンテナと散乱体との距離，kは波数，S00はアンテナ入力

図2.　ミリ波パッシブイメージングの例

図1.　車載用衝突防止レーダの例
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図 2. ミリ波パッシブイメージングの例 
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リ波帯での無線通信技術の実用化が現実的になりつつあ

る．特にハイビジョン放送を非圧縮伝送するためには

1.5 Gbps以上の伝送速度が必要となるため，ミリ波帯以

上の周波数でないと高速な無線通信を実現できない．

　我が国の総務省では，平成 17年より「電波資源拡大

のための研究開発」と題して，ミリ波帯の周波数を開拓

するための研究開発プロジェクトに年間 30億円程度の

研究費を割り当てている 14）．ミリ波無線通信の実現によ

って大容量コンテンツを数秒でダウンロードできるな

ど，利便性が高まる一方で無線機器の増加による機器間

の干渉問題が大きくなる可能性もはらんでおり，1.2節

で説明したEMC問題を十分考慮する必要がある．現在

国内では59 GHz ～ 66 GHz帯が特定小電力無線として利

用可能であるが，その認可を取得するためには総務省が

規定する認定試験をパスしなくてはならない．

　特定小電力無線機の認定試験は技術適合試験と呼ばれ

る．ミリ波無線機器に関する試験はTELEC-T307「ミリ

波画像伝送用およびミリ波データ伝送用特定小電力無線

局に使用するための無線設備の特性試験方法」がそれに

該当する 15）．試験の概要は図3の通りである．技術適合

試験では，空中線電力（無線機器のアンテナ端子から出

力される電力）が規制値として規定されている．取り外

しのできるアンテナ端子を持っている無線機器に関して

は，図3(a)のように試験の際にアンテナを取り外し，受

験装置のアンテナ端子と電力計を直接接続し，端子から

出力される電力 (Pt)が試験周波数において10 mW以下で

あるかを試験する．アンテナ端子を持たないようなアン

テナ一体型機器の場合，図3(b)のように試験機関が用意

した標準信号発生器，置換用送信アンテナ，受信アンテ

ナを接続した電力計を用いて試験を行い，式 (2)によっ

て受験機器のアンテナ端子における出力電力を算出す

る．まず受験機器から放射される電磁波を受信アンテナ

で受信したときの電力計の指示値 (Pr)を記録する（式

(2a)）．次に，標準信号発生器の出力が受験装置を用い

た場合の指示値 (Pr)と同じ値になるように信号発生器の

出力 (Ps)を設定すると式 (2b)のように，電力計の指示値

(Pr)は置換用送信アンテナの利得 (Gs))，受験機器のアン

テナ利得申請値 (Gt)および伝送線路による減衰量 (Ls)の
積で表される．式 (2a)および式 (2b)の連立方程式より，

試験機器のアンテナ端子からの出力電力 (Pt)を推定し，

その推定値が10 mW以下であるかどうかを試験する．

rttr GGPP =  (2a)  (2a)

rsssr GGLPP   (2b) (2b)

ジ 10）からの抜粋であるが，可視光や赤外では火の向こ

うの人物が認識できないのに対して，ミリ波では炎を通

して人物を確認することができる．これは炎の発光原理

がプラズマであり，ミリ波帯の電磁波を放射せずかつ透

過することによる．一方，ミリ波は22 GHzの水蒸気吸収，

60 GHzの酸素吸収による大気減衰が大きいが 11），パッ

シブイメージングでは減衰が比較的少ない周波数帯（35 

GHz帯や94 GHz帯）が利用される．また特殊なイメー

ジング用途としては，高密度なプラズマの計測や，段ボ

ール箱内の食品の温度計測などの応用も検討されてい

る．アンテナには主にレンズにアンテナを接続したレン

ズアンテナが用いられるが，高利得なレンズアンテナを

設計するためにはアンテナとレンズのマッチングが重要

となるため，レンズアンテナの設計・評価に必要不可欠

なアンテナパターンの精密計測が望まれている．

2.3　高速無線通信と無線局認定試験
　近年，特に注目を集めているのがミリ波を使った無線

通信である12），13）．高速な有線ブロードバンドネットワーク

の普及およびハイビジョン放送などの大容量コンテンツ

の増大を背景に，高速な無線通信技術が求められている．

しかし，これまで利用していたマイクロ波帯（500 MHz

～ 30 GHz）の周波数は多くの利用者で過密状態にあり，

新しい利用者に周波数を開放する余地はない．また近年

のCMOSデバイス技術の高速化によって，ミリ波帯無線

デバイスを安価に製作できるようになったことから，ミ

図3.　ミリ波無線通信機器の技術適合試験の概要

受験機器 電力計
伝送線路

アンテナ端子

(a) アンテナ端子を持っている無線機器の場合

(b) アンテナ一体型無線機器の場合

受験機器 電力計

標準信号
発生器

置換用送信アンテナ

受信アンテナ受験機器一体送信アンテナ

置換

Pt
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図 3. ミリ波無線通信機器の技術適合試験の概要 
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ポールアンテナ，ログペリオディックアンテナ，バイコ

ニカルアンテナ，ホーンアンテナの5種類である．それ

ぞれのアンテナは対応する周波数が異なっており，ルー

プアンテナは20 Hz ～ 30 MHz，ダイポールアンテナは

30 MHz ～ 2 GHz，ログペリオディックアンテナは300 

MHz ～ 1 GHz，バイコニカルアンテナは30 MHz ～ 300 

MHz，ホーンアンテナは1 GHz ～ 40 GHzの周波数範囲

での標準供給を実施している．周波数によって電波の特

性が異なるため，使用する校正装置も異なっている．

　アンテナの特性を表すパラメータとして，反射係数，

アンテナ係数，利得，偏波分離度，軸比が挙げられる．

以下ではそれぞれのパラメータとそれらの関係について

説明する．なお，パラメータはすべて周波数依存性を持

っており，周波数の関数となる．以降本文では，電界お

よび電圧は交番電界および交番電圧を示すこととする．

3.1　反射係数
　アンテナの反射係数は，伝送線路とアンテナの接続面

における入射電圧と反射電圧の比で表され，式 (3)で表

される．

 (3)
0

0

a
b

=Γ  (3) 

ただし，Γは反射係数，a0は入射電圧，b0は反射電圧で

あり，それぞれ複素数である．伝送線路の特性インピー

ダンスをZc，アンテナの入力インピーダンスをZINとす

ると，反射係数は式 (4)の形式で書くことができ，Zc＝

ZINのとき，反射係数は0となる．

 (4)
cIN

cIN

ZZ
ZZ

+
−

=Γ  (4) 

　反射係数の絶対値は 0から 1の値をとり，反射係数が

小さいほどアンテナへの入力電力が大きくなる．伝送線

路の反射係数測定と同様な測定法が適用できるが，計測

室の壁面に電波吸収体を設置したり，アンテナ近傍の空

間を十分広くとるなど，周囲からの反射波を取り除く工

夫が必要となる．

3.2　アンテナ係数
　アンテナ係数は，アンテナに入射する電界強度Eの平

面電磁波と，アンテナ端子の出力電圧V0の比として，

式 (5)のように定義される 17）．

 (5)
0V
EAF =  (5) 

 (2c)

 

t

sss
t G

GLPP   (2c)

 多くの小型機器ではアンテナを一体として製造するため

取り外し構造とはなっておらず，アンテナ一体型無線機

器の試験方法では，アンテナ利得Gtを申請しなくてはな

らないため，機器メーカーはあらかじめアンテナ利得を

高い精度で計測する必要がある．また，公平な試験を実

現するという観点から試験時に用いるアンテナ利得Gs，

減衰量Ls，標準信号発生器出力PsおよびPrを測定するた

めの電力計は定期的に校正されていることが望ましい．

　以上は，無線機器の使用周波数帯における試験の手順

であるが，無線通信に関する標準化や勧告を行う国際機

関である ITU-R（International Telecommunication Union 

Radio Communictaions Sector, 国際電気通信連合無線部

門）では，2003年の無線通信規則改訂において，不必

要な電波をできる限り低減させる観点からスプリアス領

域発射（通信周波数帯域外における不要な電磁放射）の

測定周波数帯に関する改正が行われ，13 GHz ～ 150 

GHzの周波数帯を利用するシステムは第2高調波まで，

150 GHz ～ 300 GHzの周波数帯を利用するシステムは

300 GHzまでの周波数帯の不要発射強度を計測すること

が定められた 16）．我が国においても電波法において，

ITU-R勧告に準じる改訂がなされ，kHz帯から数 100 

GHz帯にわたる広帯域なスプリアス放射測定が必要とな

った．無線機器試験において正確なスプリアス領域発射

強度測定を行うためには，300 GHzまでの全周波数にお

けるアンテナ校正が求められている．

3.　アンテナ標準における校正パラメータ

　アンテナは，伝送線路中の電磁エネルギーを空間中の

電磁エネルギーに変換するデバイス，もしくは空間中の

電磁エネルギーを伝送線路中の電磁エネルギーに変換す

るデバイスとして定義される．用途・周波数によって

様々な形状のアンテナが存在するが，現在，当研究室で

標準供給を行っているアンテナはループアンテナ，ダイ

0a

0b
0V E

Γ

cZ INZ

 
図 4. 反射係数とアンテナ係数 

図4.　反射係数とアンテナ係数
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また，式 (5)のアンテナ係数との関係は次式のように表

され，アンテナ利得が一定の場合，アンテナ係数は波長

に反比例する．

 (8)
GZ

AF
c

041 πµ
λ

=  (8) 

3.4　偏波分離度と軸比
　特定方向 (θ , φ )に放射される電界を考えた場合，Eθ お

よびEφ の位相は必ずしも一致しないため，Eθ とEφ の合

成電界を時間の関数として表すと，図6のような楕円軌

道を描く．このとき偏波分離度は，式 (9)のように定義

される．

 (9)
),(
),(

),,(
),,(

),( 0

0

φθ
φθ

φθ
φθ

φθρ
φ

θ

φ

θ

E
E

rE
rE

==  (9) 

ま た， ),3,2,1,0(  )(Arg == nn 　πρ  の と き 直 線 偏 波，

 ),3,2,1,0(  2
2

)(Arg =+±= nn 　ππρ  のとき円偏波となる．

また楕円偏波の長軸と短軸の比を軸比と呼び，以下の式

で表す．

 (10)
short

long

R
R

AR =  (10) 

軸比は1から∞までの値をとり，直線偏波のときAR＝∞，

円偏波の時AR＝1となる．

4.　アンテナ校正法の原理と分類

4.1　平面波散乱行列によるアンテナ特性の表現
　3節におけるアンテナ特性は定義から導かれる定式化

であるが，ある点における電界が直接測れることや放射

　アンテナ係数はEMC（ElectroMagnetic Compatibility）

試験の分野において，電子機器から放射される電界強度

を計測するために広く用いられている．アンテナ係数が

既知の受信アンテナを用いて空間電界を受信したとき，

アンテナ端子から出力される電圧にアンテナ係数を掛け

ることによって，空間中の電界強度が算出できる． 

3.3　アンテナ利得
 アンテナ利得は，アンテナへの入力電力Pinが等方的に

放射された時（無指向性）の放射強度 (Pin /4π )を基準と

して，実際の放射パターンで放射される特定方向におけ

る放射強度の比として，式 (6) のように定義される 18）．
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(6) 

ただし，EθおよびEφは遠方における電界のθ方向成分お

よびφ方向成分，rはアンテナからの距離，η 0は自由空

間中の波動インピーダンスを表している．また，Eθ
0お

よびEφ
0 は遠方電界の距離依存項を取り除いた成分であ

り以下の式で表される．

 (7)
r

erErE
jkr−

= ),,(),,( 0 φθφθ θθ  

r
erErE

jkr−

= ),,(),,( 0 φθφθ φφ  

(7) 

図5.　アンテナ利得の定義

図6.　偏波分離度と軸比
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ここで，p,q(p,q=1or2)はアンテナの右側 (p,q=1)および左

側 (p,q=2)を表すインデックスであり，m,n(m,n=1or2)は
偏波に対応するインデックスである．また S00はアンテ

ナ給電端子における反射係数，S0q(m,K)はアンテナの受

信特性，Sq0(m,K)はアンテナの送信特性，Spq(m,K:n,L)は
アンテナの散乱特性を表す平面波散乱行列である．平面

波散乱行列を用いると 2節で表した反射係数Γ，アンテ

ナ利得G，偏波分離度ρはそれぞれ以下の式で表される．

ただし，平面波散乱行列で表現した利得と偏波分離度は

インデックスqによって右半球の値と左半球の値が別々

に定義される．

00S=Γ  (12)  (12)

 (13)





 −
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=
2

00

2
0

22
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2

1

),2(),1(4
)(

S
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G

qzqc
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π KK
K

 (13) 

 (14)
),1()(

),2(
)(

0
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0
0 K

K
K

q
q

qz
q kS

Sk
−−

=ρ  (14) 

ここで，kは平面波の波数の大きさを，kzは波数の z方向

成分を表しており，次式が成り立つ．

 
(15)

222
zyx kkkk ++= ,  

22
yx kkK +== Κ  

(15) 

 (16)
θφθφ sinsin,sincos kkkk yx ==  

θcoskk z =  
(16) 

θφθφ sinsin,sincos kkkk yx ==  

θcoskk z =  
(16) 

また，波数は 0/2/2 cfk πλπ ==  であるから，周波数 fに
よって一意に定まる．（c0は真空中の光速）

　実際の計測では，平面波スペクトルを直接計測するこ

とはできないため，受信用のアンテナを利用し，送信ア

に寄与しない静電界や誘導界などの近傍界が存在しない

などの理想的な状況で定義された式であり，実際の計測

を考慮していない．実際に送信アンテナまたは受信アン

テナの特性を計測する場合，電界を直接測定することは

難しいため，送信アンテナ入力端子および受信アンテナ

出力端子における入射電圧および反射電圧を計測し，そ

の値からアンテナ特性を算出する．また，遠方界条件を

満たすためにはアンテナ間の距離を十分に取る必要があ

り，実際の測定環境においては，必ず静電界や誘導界な

どの近傍電磁界の影響を考慮しなくてはならない．した

がって，校正システムを立ち上げ，不確かさ評価を行う

にあたっては，より一般的な定式化が必要となる．1963

年にNBS（現NIST）のKernsによって提案された平面

波散乱行列を用いた手法は，より一般的な形式で2つの

アンテナ間の特性を記述しており，より厳密なアンテナ

特性の解析が可能となる 7）．

　平面波散乱行列では，空間に存在する電磁界を，あら

ゆる方向に伝送する平面波に分解して表現し，アンテナ

を空間に対して無限個の平面波入出力端子を持つ接合回

路として考える．平面波散乱行列法では，1つのアンテ

ナ特性は図 7のように 1個の給電端子と方向の異なる無

数の平面波に対応した無限個の端子をもつ回路網と考え

る．それによって，一般的な多端子回路網に対する散乱

行列と同様に，アンテナの特性を給電端子面P0におけ

る入出力波a0, b0と平面P1, P2を伝搬する平面波スペクト

ル ap, bpの関係を表す散乱行列Spqを用いて式 (11)のよう

に記述する．
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図 7. アンテナ単体の平面波散乱行列表現 

図7.　アンテナ単体の平面波散乱行列表現



103産総研計量標準報告   Vol. 8, No. 1 2010年8月

ミリ波帯アンテナ標準に関する調査研究

するため計測が困難になる．したがって，ミリ波帯のア

ンテナ校正において遠方界法を用いることはあまり現実

的ではない．

4.3　外挿法
　外挿法は距離dを変化させながらアンテナ間伝送特性

を計測し，遠方界における特性を外挿によって算出する

手法である．一般的に2つのアンテナ間の伝送特性をア

ンテナ間距離dの関数として表した場合，アンテナ間の

伝送特性b0' /a0は，1/dの冪級数で次式のように表現でき

ることが知られている 21）．
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式 (21)において，Mによる級数和はアンテナ間の多重反

射を表し，Nによる級数和はアンテナ間の近接効果を表

している．1/dの項と遠方界法の近似式 (18)との係数比

較を行うと，

 (21)
ik
A

D
π2

)0( 00−
=  (21) 

となる．したがって，近傍界において距離dを変化させ

ながら伝送特性b0' /a0を測定し，1/dの冪級数としてフィ

ッティングを行い，0次の項A00を外挿によって求めるこ

とで，正面方向の結合積D(0)を算出できる．外挿法は

最も高精度にアンテナ利得を算出できる手法として知ら

ンテナと受信アンテナの入出力端子における入出力波を

計測することでアンテナ散乱行列を決定する．ここで，

図 8に示すような 2つのアンテナ系を考える．ただし，

右側のアンテナの入出力振幅，平面波スペクトル，散乱

行列にはダッシュ記号をつけて左側アンテナの変数と区

別する．左側のアンテナを送信アンテナ，右側のアンテ

ナを受信アンテナと考え，受信アンテナの入出力端子面

P0' に反射係数ΓLの負荷を接続したと仮定すると，送信

アンテナの入力振幅a0と受信アンテナの出力振幅b0'の関

係は次式で表される．

 (17)
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したがって，測定値は受信アンテナの受信散乱行列と送

信アンテナの送信散乱行列の積の形で表現される．式

(17)を伝送積分（Transmission Integral）と呼び，この受

信散乱行列と送信散乱行列の積D(K)を結合積（Coupling 

Product）と呼ぶ．次節以降は，結合積の測定手法として，

遠方界法・外挿法・近傍界走査法の3手法を説明し，結

合積から送信散乱行列と受信散乱行列を分離する手法と

して，置換法・2アンテナ法・3アンテナ法の3手法を紹

介する．

4.2　遠方界法
　遠方界法は，アンテナ間の距離dをできるだけ大きく

してアンテナ間の伝送特性b0' /a0を計測する手法である．

遠方界条件が満たされる場合，停留位相法 19）より式 (17)

は次式のように近似できる．

 (18)
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遠方界と見なせる距離dの目安として以下の式が知られ

ている．

 (19)λ

22Ad ≥  (19) 

ただし，Aはアンテナの最大寸法であり，λは測定周波

数における波長である．しかし，アンテナ利得を高精度

に測定する場合，式 (19)の距離では不十分であり，標準

ゲインホーンアンテナの場合，無限遠における利得との

差異を0.05 dB以下とするには 32A2/λ以上の距離が必要

となる 20）．しかしながら，ミリ波帯では安定な高出力信

号を得ることが難しく，距離を離すと信号レベルが減少 図8.　2つのアンテナ系の平面波散乱行列表現
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図 8. 2つのアンテナ系の平面波散乱行列表現 
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DSASA yyxx ′=+ 10021002  (24)  (24)

また，受信アンテナを z軸に対して90度回転させて測定

される結合積は次式で表される．

DSASA yxxy ′′=+− 10021002  (25)  (25)

式 (24)および式 (25)の連立方程式を解くことにより，被

測定アンテナの送信特性S10x, S10yが求まる．

4.6　2 アンテナ法

 (26)
c

yx Z
D

SS 02
10

2
10

η′
=+−  (26) 

 (27)
c

yx Z
D

SS 0
10102

η′′
=−  (27) 

式 (24)および式 (25)において，送受のアンテナを同一の

アンテナとすることで，式(26)および式(27)が成り立つ．

ただし，アンテナの送受信特性が相反であり，以下の

関係式が成り立つことを仮定している．

 (28)
0

00

0

00 ,
ηη

yq

c

qyxq

c

qx S
Z
SS

Z
S

=−=  (28) 

本手法は，校正されたアンテナが不要であるが，同一の

アンテナを2つ用意することは厳密には不可能であるた

め，正確なアンテナ校正には適していない．

4.7　3アンテナ法
　3アンテナ法は特性が未知である 3つのアンテナを用

いて，それぞれのアンテナ特性を測定する手法である．

図11に示すように，未知のアンテナをT,R,Sとした場合，

それぞれのアンテナを用いて，式 (29) ～式 (34)で表され

る結合積を測定し，6本の連立方程式を解くことによっ

れているが，求められる値が正面方向に限られる．

4.4　近傍界走査法
　近傍界走査法は被測定アンテナから距離d離れた平面

に沿って受信アンテナを2次元に走査させ，そのときの

アンテナ間の伝送特性を，フーリエ変換することにより

アンテナ特性を算出する手法である．式 (17)においてk
および rを x,y方向成分K,Rおよび z方向成分 k,γに分解し

て表示すると次式のように表現できる．

 (22)∫∫ ⋅

′Γ−
=

′
KK

R RK deD
S

e
a

b i

L

ik
)(

1
)(

000

0
γ

 (22) 

式 (22)右辺の積分はD(K)eikγ の2次元フーリエ変換になっ

ている．したがって，b0' (R)の 2次元逆フーリエ変換に

より次式が成立し，結合積D(K)が算出される．

 (23)
( )

∫∫ ⋅−′
′Γ−

= RRK RK deb
a
eS

D i
ik

L )(
4

1
)( 0

0
2
00

π

γ
 (23) 

　以上は平面走査による近傍界走査法の説明であるが，

アンテナによって放射される電磁界を円筒波展開あるい

は球面波展開することで，円筒面走査および球面走査に

よってもアンテナ特性を算出することが可能である 22）．

4.5　置換法
　置換法は，アンテナ特性が既知のアンテナを送信ある

いは受信アンテナに用いて，受信あるいは送信アンテナ

のアンテナ特性を，測定で得られた結合積から分離する

手法である．正面方向のみを考える場合，校正された特

性が既知であるアンテナの受信特性のx方向成分および

y方向成分をA02xおよびA02y，被測定アンテナの送信特性

の x方向成分および y方向成分をS10xおよびS10yとすると，

両アンテナを使って測定される結合積は次のようにな

る．

図9.　置換法によるアンテナ利得の校正 図10.　2アンテナ法によるアンテナ利得の校正
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図 9. 置換法によるアンテナ利得の校正 
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図 10. ２アンテナ法によるアンテナ利得の校正 
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て，各アンテナの特性 (T10x, T10y, S10x, S10y, R10x, R10y)を算出

する．ただし，アンテナSは相反性を満たしていると仮

定し，式 (28) を適用している．

RTyyxx DTRTR ′=+ 10021002  (29)  (29)

RTyxxy DTRTR ′′=+− 10021002  (30)  (30)

RSyyxx DSRSR ′=+ 10021002  (31)  (31)

RSyxxy DSRSR ′′=+− 10021002  (32)  (32)

 (33)
C

ST
yyxx Z

DTSTS 0
10101010

η′
=+  (33) 

 (34)
C

ST
yxxy Z

DTSTS 0
10101010

η′′
=+−  (34) 

　3アンテナ法は 3つのアンテナに対して 6回測定を行

う必要があり，置換法や2アンテナ法に比べて，測定時

図11.　3アンテナ法によるアンテナ利得の校正
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図 11. ３アンテナ法によるアンテナ利得の校正 

表 1. ミリ波帯アンテナ標準の諸外国の整備状況（2008年 12月現在） 

国 機関名 校正量 
アンテナ 
種別 

手法 
周波数 
（GHz） 

不確かさ 
（dB） 

米国 NIST 

Antenna 
Gain 

Directive 
antennas 

3アンテナ
外挿法 

2 – 75 
(110GHzまで 
対応可) 

0.07 – 0.1 

Antenna 
Pattern 

Directive 
antennas 

遠方界法 2 – 75 0.13 

Antenna 
Polarization 

Directive 
antennas 

近傍界法 2 – 75 0.07 
3アンテナ
外挿法 

2 – 75 0.03 

英国 NPL 
Antenna 

Gain 
Horn 

Antenna 
3アンテナ
外挿法 

2 – 75 
(110GHzまで 
対応可) 

0.04 – 0.08 

ロシア VNIIFTRI 

Antenna 
Gain 

Horn 
Antenna 

3アンテナ
外挿法 

16.7 – 118 0.15 – 0.25 

Antenna 
Gain 

Reflector 
Antenna 

コンパクト 
レンジ法 

16.7 – 118 0.3 

フランス LNE 
Antenna 

Gain 
Horn 

Antenna 

標準 
サイト法 
(電波暗室
内) 

1 – 40 0.24 – 0.65 

オランダ NMi-VSL 
Antenna 

Gain 
種別不明 

(Antennas) 
3アンテナ
法 

1 – 40 0.1 

韓国 KRISS 
Antenna 

Gain 
Horn 

Antenna 
3アンテナ
外挿法 

2 – 75 
(110GHzまで 
対応可) 

0.5 – 1.0 

日本 NMIJ 
Antenna 

Gain 
Horn 

Antenna 
置換法 1 – 40 0.23 – 0.41 

表1.　 ミリ波帯アンテナ標準の諸外国の整備状況（2008年12月
現在）

間がかかるが，校正されたアンテナが不要であり，絶対

校正ができる点で優れた測定手法である．

5.　海外の国家標準研究機関における整備状況

　表1に2008年12月現在におけるミリ波帯（30 GHz以上）

のアンテナ校正の能力を，Calibration and Measurement 

Capability（CMC）リストから抜粋する．米国（NIST），

イギリス（NPL），ロシア（VNIIFTRI），韓国（KRISS）

はすでに110 GHzまでのアンテナ校正を開始している．

校正手法は3アンテナ法と外挿法の組み合わせが主流で

ある．また，2009年にはWバンド（75 GHz ～ 110 GHz帯）

のホーンアンテナ校正の国際比較が実施されており，日

本国内でのミリ波帯標準ホーンアンテナの標準整備が急

務となっている．

　2008年 6月に米国NISTのミリ波アンテナ校正の担当

者であるKatie MacReynolds氏を訪問し，ミリ波のアン

テナ校正設備の見学を実施した．図12にNISTにおける

ミリ波アンテナ利得校正システムを示す．200 cm×100 

cmの光学定盤の上に長さ150 cmの直動レールが配置さ

れており，レール側に設置された送信側アンテナを移動

させ，外挿法測定を行う．本装置を用いて 50 GHz ～

110 GHzの標準ホーンアンテナの利得校正サービスを実

施しており，拡張不確かさ（k＝2）は±0.11 dBである．

図 13は近傍界平面走査法によるアンテナ校正装置であ

り，本装置によって2 GHz ～ 110 GHzのアンテナパター
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定は23±1 ℃に設定されている．Vバンド（50 GHz ～

75 GHz）の標準ホーンアンテナ利得校正時の拡張不確

かさ（k＝2）は±0.14 dBであり，平面走査近傍界測定

による65 GHzカセグレンアンテナの正面方向利得校正

の拡張不確かさ（k＝2）は±0.23 dBである．校正ニー

ズとしては，車載レーダ用アンテナの他，軍事レーダ用

のアンテナの需要があり，今後はミリ波無線通信分野で

の校正ニーズが増加するだろうとの意見をいただいた．

ン校正が可能となる．上記パターン校正装置を使った

65 GHzのカセグレンアンテナの正面方向利得校正値の

拡張不確かさ（k＝ 2）は± 0.2 dBであることが，同時

期に開催されたCPEM2008における韓国KRISSとの二国

間比較の中で発表されている 23）．これまでに校正サービ

スを実施した例は，車載レーダ開発企業と韓国KRISSの

数件のみとのことであったが，今後の校正ニーズは増加

するだろうとの意見をいただいた．

　2008年8月に韓国KRISSのホーンアンテナ校正担当者

である Jin-Seob Kang氏を訪問し，ミリ波のアンテナ校

正設備の見学を実施した．図 14および図 15に校正設備

を示す．KRISSでは，2 GHz ～ 110 GHzの周波数帯のア

ンテナ校正を，専用の電波暗室（10 m×7 m×高さ6 m）

で実施しており，利得校正のための外挿法測定だけでな

く，パターン校正のための平面走査近傍界測定，円筒面

走査近傍界測定，球面走査近傍界測定のすべてを，1つ

のシステムで実施できる点に特徴がある．部屋の温度設

外挿法測定用レール

ミリ波送信モジュール

送信側導波管ポート

受信側導波管ポート

光学定盤

 

図 12. 米国 NISTにおけるミリ波アンテナ利得校正装置 
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y
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アンテナ

 

図 13. 米国 NISTにおける平面走査型アンテナパターン校正装置 
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図 14. 韓国 KRISSにおけるミリ波アンテナ校正装置 
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図 15. 韓国 KRISSにおけるミリ波アンテナ校正装置の構成 

図13.　米国NISTにおける平面走査型アンテナパターン校正装置

図12.　米国NISTにおけるミリ波アンテナ利得校正装置

図15.　韓国KRISSにおけるミリ波アンテナ校正装置の構成

図14.　韓国KRISSにおけるミリ波アンテナ校正装置
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6.　まとめ

　本稿では，ミリ波帯アンテナ標準に関する調査研究と

題して，ミリ波帯の応用技術，アンテナ校正量の定義，

アンテナ校正手法の原理ならびに海外の標準研における

ミリ波帯アンテナ校正の整備状況を紹介した．ミリ波帯

の電磁波を用いた応用技術は今後 10年間で飛躍的に発

展することが期待されている．車載衝突防止レーダの品

質確保，ミリ波パッシブイメージング技術の確立，なら

びにミリ波帯における電波法試験の適切な実施を推進す

るため，SIトレーサブルなアンテナ校正システムを整備

することは我が国における喫緊の課題である．世界に比

肩するミリ波帯電磁波計測の基盤をいち早く確立するこ

とで，国内におけるミリ波帯電磁波応用分野の産業競争

力の維持・発展に貢献することが求められている．
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